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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第３四半期
累計期間

第63期
第３四半期
累計期間

第62期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

営業収益
(百万円)

366 281 448

(うち受入手数料) (119) (99) (154)

純営業収益 (百万円) 352 271 429

経常損失（△） (百万円) △73 △314 △208

四半期（当期）純損失（△） (百万円) △76 △316 △212

持分法を適用した
場合の投資利益 (百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 12,000 12,000 12,000

発行済株式総数 (千株) 9,486 9,486 9,486

純資産額 (百万円) 16,215 15,305 15,923

総資産額 (百万円) 20,746 20,599 20,415

１株当たり四半期
（当期）純損失金額（△） (円) △8.07 △33.52 △22.51

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額 (円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 5.00

自己資本比率 (％) 78.2 74.3 78.0

自己資本規制比率 (％) 1,166.2 1,134.6 1,161.7

回次
第62期

第３四半期
会計期間

第63期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） (円) △13.05 △9.95
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(注) １ 当社は、四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２ 持分法の適用の対象となる関連会社はありません。

３ 上記の比率は以下のように算出しております。

・自己資本＝純資産合計－新株予約権

・自己資本比率＝
期末自己資本合計

　×100
期末資産の部合計

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社の事業内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生したリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）財政状態及び経営成績の状況

財政状態

当第３四半期会計期間末の資産合計は、 前事業年度末に比べ１億83百万円増加し205億99百万円となりました。

流動資産は、 前事業年度末に比べ４億66百万円増加し134億31百万円となりました。その主な要因は、 現金・預金が増

加したことによるものであります。

固定資産は、 前事業年度末に比べ２億83百万円減少し71億67百万円となりました。その主な要因は、 投資有価証券の

評価替えによるものであります。

当第３四半期会計期間末の負債合計は、 前事業年度末に比べ８億１百万円増加し52億93百万円となりました。

流動負債は、 前事業年度末に比べ８億86百万円増加し48億33百万円となりました。その主な要因は、 顧客からの預り

金が増加したことによるものであります。

固定負債は、 前事業年度末に比べ85百万円減少し４億55百万円となりました。

当第３四半期会計期間末の純資産の残高は、 前事業年度末に比べ６億17百万円減少し153億５百万円となりました。

その主な要因は、 評価差額金の減少によるものであります。

経営成績

当第３四半期累計期間における国内株式市場は、 世界的なインフレと金融引き締めで各国の株式市場が大幅な調整と

なった動きに追随するように、 上値の重い相場展開となりました。国内景気は、 ウィズコロナの下で、 政府の各種政策の効

果もあって、 今後、 景気の持ち直しが期待されるものの、 世界的な金融引締め等を背景とした海外景気の下振れが我が

国の景気を下押しするリスクとして懸念されています。

この期間の日経平均株価は、 期初２万７千円台後半を起点とし、 欧米株式市場の影響も受けながら、 下限２万５千

６百円から上限２万８千５百円を上下する動きが続いた後、 日銀が12月の金融政策決定会合で大規模緩和を修正する

方針を決めたことをきっかけに大きく下落、 12月末時点の株価は２万６千円近傍となりました。

当社は、 「お客様本位の業務運営に係る方針」の下、 今時の社会に生まれてきた新しいコミュニケーション・コラボレーシ

ョンのツールやシステムに合わせながら、 オンラインセミナーやオンライン相談など、 DX・Webを活用した新たな対面サービス

の提供へ向けた取り組みをしています。

コンサルティング部門では、 お客様一人ひとりの資産形成ニーズに合わせた金融商品の提供、 デリバティブを組み合わ

せた資産運用の提案等を継続して行っています。当期は、 先物や個別株オプションなどデリバティブ取引口座数が増え、

国債先物取引の受注に増加が見られたものの、 全体の受入手数料は前年に比べて伸び悩み99百万円（前年同期比

83.0％）となりました。

自己売買部門では、 リスク管理を徹底した上で、 株式・デリバティブの取引を行っています。当期は、 上値の重い株式

市場の動きの中、 通常のディーリングが振るわず、 一方で、 保有する有価証券の評価損を計上したことから、 トレーディン

グ損益は、 54百万円（同42.7％）となりました。

また、 金融収益は、 前期に比べて増加の62百万円（同119.6％）、 販売費及び一般管理費は６億76百万円（同

100.0％）となりました。

その結果、 当四半期の営業収益は２億81百万円の利益（同76.9％）、 経常損益は３億14百万円の損失（前年同期

73百万円の損失）、 四半期純損益は３億16百万円の損失（同76百万円の損失）となりました。
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今後の見通し

世界的な新型コロナウイルス感染症の拡大状況のなかで、 国内でもワクチンの接種が進みつつあり、 感染症の終息へと

期待がもたれますが、 今なお景気の先行きには予断は許されません。今後も長期化する感染症の影響によって内外経済

がさらに下振れするリスクに備えた対策をとることは必要であり、 経済情勢が厳しい状況になった場合には、 証券業は金融

資本市場の変動の影響を受けやすい業態の性格上、 当社の経営成績に影響が出る可能性があります。

① 受入手数料

期別 種類
株券

(百万円)
債券

(百万円)
受益証券
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

第62期第３四半期
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

委託手数料 90 1 18 0 109

引受け・売出し・特定投
資家向け売付け勧誘等の
手数料

0 ― ― ― 0

募集・売出し・特定投資
家向け売付け勧誘等の取
扱手数料

0 0 0 ― 0

その他の受入手数料 2 0 5 0 8

計 93 1 24 0 119

第63期第３四半期
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

委託手数料 67 10 12 0 90

引受け・売出し・特定投
資家向け売付け勧誘等の
手数料

― ― ― ― ―

募集・売出し・特定投資
家向け売付け勧誘等の取
扱手数料

― 0 1 ― 2

その他の受入手数料 1 0 5 0 7

計 69 11 18 0 99

委託手数料

当第３四半期累計期間の株式委託売買高は106億23百万円、株数で17百万株となり、株券委託手数料は67百万円

となりました。

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料、その他の受入手数料

当第３四半期累計期間の募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は２百万円、その他の受入

手数料は７百万円となりました。
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② トレーディング損益

区 分

第62期第３四半期
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

第63期第３四半期
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

計
(百万円)

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

計
(百万円)

株券等トレーディング損益 156 △28 127 125 △73 51

債券等・その他の
トレーディング損益

△0 △0 △0 6 △4 2

　(債券等トレーディング損益) (0) (△0) (0) (6) (△4) (2)

　(その他のトレーディング損益) (△0) (0) (△0) (△0) (―) (△0)

計 155 △28 127 132 △77 54

当第３四半期累計期間のトレーディング損益は、54百万円の利益となりました。このうち株券等トレーディン

グ損益については51百万円の利益、債券等・その他のトレーディング損益については２百万円の利益となりまし

た。

③ 金融収支

当第３四半期累計期間の金融収益は62百万円となりました。また、金融費用は10百万円となり、金融収支は51

百万円となりました。

④ 販売費・一般管理費

当第３四半期累計期間の販売費・一般管理費は６億76百万円となりました。

　

　 ⑤ 特別損益

当第３四半期累計期間の特別損益の合計は、０百万円の損失となりました。これは金融商品取引責任準備金繰

入れによるものであります。

　



― 7 ―

⑥ トレーディング業務の概要

区分

第62期
(2022年３月31日)

第63期第３四半期
(2022年12月31日)

(百万円) (百万円)

資産

商品有価証券等 1,377 1,371

株券等トレーディング商品 1,178 1,361

債券等トレーディング商品 198 9

その他トレーディング商品 ― ―

デリバティブ取引 59 23

オプション取引 0 4

先物取引 58 19

計 1,436 1,395

負債

商品有価証券等 294 962

株券等トレーディング商品 294 962

債券等トレーディング商品 ― ―

その他トレーディング商品 ― ―

デリバティブ取引 17 26

オプション取引 3 3

先物取引 14 23

計 311 989

⑦ 自己資本規制比率

区分

第62期
(2022年３月31日)

第63期第３四半期
(2022年12月31日)

(百万円) (百万円)

基本的項目 (Ａ) 15,686 15,305

補完的項目

金融商品取引責任準備金 4 4

一般貸倒引当金 ― ―

評価差額金等 189 ―

計 (Ｂ) 193 4

控除資産 (Ｃ) 5,668 5,493

固定化されていない自己資本の額

(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ)
(Ｄ) 10,212 9,816

市場リスク相当額 644 625

取引先リスク相当額 25 26

リスク
相当額

基礎的リスク相当額 209 213

控除前リスク相当額 879 865

暗号資産等による控除額 ― ―

計 (Ｅ) 879 865

自己資本規制比率(Ｄ)／(Ｅ)×100 (％) 1,161.7 1,134.6

(注) 上記は金融商品取引法の規定にもとづき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」および「金融庁告示第59

号」の定めにより決算数値をもとに算出したものであります。
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（2）事業上および財務上の対処すべき課題
　

当第３四半期累計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題について、重要な変更はありま

せん。

（3）研究開発活動

該当事項はありません。

　 （4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第３四半期累計期間において、資本の財源及び資金の流動性の重要な変更はありません。

３ 【有価証券の売買等業務の状況】

(1) 有価証券の売買の状況(先物取引等を除く)

当第３四半期累計期間および前事業年度における有価証券の売買の状況(先物取引等を除く)は、次のとおりであ

ります。

①株券

期別 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第62期
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

27,437 11,979 39,417

第63期第３四半期
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

10,623 6,787 17,410

②債券

期別 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第62期
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

2 307 310

第63期第３四半期
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

35 520 556

③受益証券

期別 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第62期
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

20,051 237,963 258,014

第63期第３四半期
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

8,616 181,966 190,583
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（2）証券先物取引等の状況

当第３四半期累計期間および前事業年度における証券先物取引等の状況は、次のとおりであります。

①株式に係る取引

期別

先物取引(百万円) オプション取引(百万円)

合計(百万円)

受託 自己 受託 自己

第62期
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

31,377 1,423,950 101,302 2,500,963 4,057,593

第63期第３四半期
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

3,197 976,560 48,259 1,560,412 2,588,429

②債券に係る取引

期別

先物取引(百万円) オプション取引(百万円)

合計(百万円)

受託 自己 受託 自己

第62期
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

169,535 24,748 219,540 4,387 418,211

第63期第３四半期
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

333,445 155,827 422,213 33,871 945,357

③商品先物に係る取引

期別

先物取引(百万円) オプション取引(百万円)

合計(百万円)

受託 自己 受託 自己

第62期
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

25,419 615 ― ― 26,035

第63期第３四半期
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

20,427 ― ― ― 20,427
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４ 【有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し

及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況】

当第３四半期累計期間および前事業年度における有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等

並びに有価証券の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況は、次のとおり

であります。

(1) 株券

（単位：千株、百万円）

期別
引受高 売出高

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
総額

募集の
取扱高

売出しの
取扱高

私募の
取扱高

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
取扱高

株数 金額 株数 金額 株数 金額 株数 金額 株数 金額 株数 金額 株数 金額

第62期
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

内国
株券

2 4 143 118 ― ― 0 1 ― ― ― ― ― ―

外国
株券

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

第63期第３四半期
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

内国
株券

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

外国
株券

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(2) 債券

（単位：百万円）

期別 種類 引受高 売出高

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
総額

募集の
取扱高

売出しの
取扱高

私募の
取扱高

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
取扱高

第62期
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

国債 301 ― ― 5 ― ― ―

地方債 ― ― ― ― ― ― ―

特殊債 ― ― ― ― ― ― ―

社債 ― ― ― ― ― ― ―

外国債券 ― ― ― 30 ― ― ―

合計 301 ― ― 35 ― ― ―

第63期第３四半期
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

国債 299 ― ― ― ― ― ―

地方債 ― ― ― ― ― ― ―

特殊債 ― ― ― ― ― ― ―

社債 ― ― ― ― ― ― ―

外国債券 ― ― ― 91 ― ― ―

合計 299 ― ― 91 ― ― ―
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(3) 受益証券

（単位：百万円）

期別 種類 引受高 売出高

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
総額

募集の
取扱高

売出しの
取扱高

私募の
取扱高

特定投資家
向け売付け
勧誘等の
取扱高

第62期
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

株式
投信

単位型 ― ― ― ― ― ― ―

追加型 ― ― ― 41 ― ― ―

公社債
投信

単位型 ― ― ― ― ― ― ―

追加型 ― ― ― ― ― ― ―

外国投信 ― ― ― ― ― 10 ―

合計 ― ― ― 41 ― 10 ―

第63期第３四半期
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

株式
投信

単位型 ― ― ― ― ― ― ―

追加型 ― ― ― 81 ― ― ―

公社債
投信

単位型 ― ― ― ― ― ― ―

追加型 ― ― ― ― ― ― ―

外国投信 ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― 81 ― ― ―

５ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,486,400 9,486,400
東京証券取引所
（スタンダード

市場)

単元株式数は100株でありま
す。

計 9,486,400 9,486,400 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年12月31日 ― 9,486 ― 12,000 ― 3,000

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、直前の

基準日（2022年９月30日）にもとづく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 37,300
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,419,200 94,192 ―

単元未満株式 普通株式 29,900 ― 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 9,486,400 ― ―

総株主の議決権 ― 94,192 ―

(注) １「完全議決権株式（自己株式等）」欄の普通株式は、全て当社保有の自己株式であります。

２「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権１

個）含まれております。

３「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式50株が含まれております。

② 【自己株式等】

2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
光世証券株式会社

大阪市中央区北浜二丁目
１番10号

37,300 ― 37,300 0.39

計 ― 37,300 ― 37,300 0.39

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)ならびに同規則第54条および第73条の規定にもとづき、「金融商品取引

業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年

11月14日付 日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、第３四半期会計期間(2022年10月１日から2022年12

月31日まで)および第３四半期累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有

限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金およびキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものと

して、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準および利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。

資産基準 0.0 ％

売上高基準 0.0 ％

利益基準 0.1 ％

利益剰余金基準 1.9 ％

会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金・預金 6,013 6,365

預託金 3,227 3,636

トレーディング商品 1,436 1,395

商品有価証券等 1,377 1,371

デリバティブ取引 59 23

約定見返勘定 729 127

信用取引資産 1,186 1,518

信用取引貸付金 936 612

信用取引借証券担保金 250 905

支払差金勘定 - 8

有価証券担保貸付金 7 7

借入有価証券担保金 7 7

立替金 0 1

前払金 0 0

前払費用 14 24

未収入金 3 2

未収還付法人税等 21 14

未収収益 14 15

短期差入保証金 307 312

その他の流動資産 1 -

流動資産計 12,964 13,431

固定資産

有形固定資産 4,022 3,989

建物 1,243 1,208

器具備品 13 14

土地 2,766 2,766

無形固定資産 2 4

ソフトウエア 1 3

電話加入権 0 0

その他 0 0

投資その他の資産 3,426 3,173

投資有価証券 3,016 2,764

関係会社株式 7 7

長期立替金 86 86

その他 550 550

貸倒引当金 △234 △234

固定資産計 7,451 7,167

資産合計 20,415 20,599
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(単位：百万円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

トレーディング商品 311 989

商品有価証券等 294 962

デリバティブ取引 17 26

信用取引負債 521 115

信用取引借入金 515 107

信用取引貸証券受入金 6 7

受取差金勘定 40 -

預り金 1,953 2,556

顧客からの預り金 1,937 2,484

その他の預り金 15 71

受入保証金 1,019 1,108

未払金 12 3

未払費用 33 30

未払法人税等 39 22

賞与引当金 14 6

流動負債計 3,946 4,833

固定負債

繰延税金負債 94 -

退職給付引当金 54 51

役員退職慰労引当金 387 400

その他の固定負債 4 3

固定負債計 541 455

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 4 4

特別法上の準備金計 4 4

負債合計 4,492 5,293

純資産の部

株主資本

資本金 12,000 12,000

資本剰余金

資本準備金 3,000 3,000

その他資本剰余金 947 727

資本剰余金合計 3,947 3,727

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △172 △316

利益剰余金合計 △172 △316

自己株式 △40 △40

株主資本合計 15,734 15,369

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 189 △64

評価・換算差額等合計 189 △64

純資産合計 15,923 15,305

負債・純資産合計 20,415 20,599

　



― 17 ―

(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

営業収益

受入手数料 119 99

委託手数料 109 90

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘
等の手数料

0 -

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

0 2

その他の受入手数料 8 7

トレーディング損益 *1 127 *1 54

金融収益 *2 52 *2 62

その他の営業収益 67 65

営業収益計 366 281

金融費用 *3 14 *3 10

純営業収益 352 271

販売費・一般管理費

取引関係費 56 56

人件費 309 308

不動産関係費 111 122

事務費 9 9

減価償却費 51 39

租税公課 109 108

その他 28 30

販売費・一般管理費計 676 676

営業損失（△） △324 △405

営業外収益 *4 250 *4 91

営業外費用 *4 0 *4 0

経常損失（△） △73 △314

特別損失

金融商品取引責任準備金繰入れ 0 0

特別損失計 0 0

税引前四半期純損失（△） △73 △314

法人税、住民税及び事業税 2 2

四半期純損失（△） △76 △316
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年6月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと

しております。なお、四半期財務諸表に与える影響はありません。

(追加情報)

前事業年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期

等を含む仮定について重要な変更はありません。

(四半期損益計算書関係)

※１ トレーディング損益の内訳

　 前第３四半期累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

計
(百万円)

株券等
トレーディング損益

156 △28 127

債券等・その他の
トレーディング損益

△0 △0 △0

うち債券等
トレーディング損益 (0) （△0) (0)

うちその他の
トレーディング損益 (△0) (0) (△0)

計 155 △28 127

　 当第３四半期累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年12月31日）

実現損益
(百万円)

評価損益
(百万円)

計
(百万円)

株券等
トレーディング損益

125 △73 51

債券等・その他の
トレーディング損益

6 △4 2

うち債券等
トレーディング損益 (6) （△4) (2)

うちその他の
トレーディング損益 (△0) (―) (△0)

計 132 △77 54
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※２ 金融収益の内訳

前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

信用取引収益 23百万円 26百万円

受取配当金 28百万円 34百万円

受取債券利子 0百万円 0百万円

その他 ―百万円 1百万円

　 計 52百万円 62百万円

※３ 金融費用の内訳

前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

信用取引費用 12百万円 9百万円

支払利息 0百万円 0百万円

その他 1百万円 ―百万円

　 計 14百万円 10百万円

　

※４ 営業外収益および費用の内訳

前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

（営業外収益）

受取配当金
（その他有価証券）

60百万円 65百万円

為替差益 4百万円 11百万円

投資事業組合運用益 168百万円 ―百万円

参加者プログラム支援金 8百万円 7百万円

受取利息 3百万円 4百万円

その他 4百万円 3百万円

　 計 250百万円 91百万円

　

前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

（営業外費用）

　投資事業組合運用損 ―百万円 0百万円

　その他 0百万円 0百万円

　 計 0百万円 0百万円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

減価償却費 51百万円 39百万円
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(株主資本等関係)

　

　前第３四半期累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

１ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年４月22日
取締役会

普通株式 122 13.0 2021年３月31日 2021年６月９日 利益剰余金

(2) 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

　 該当事項はありません。

２ 株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　当第３四半期累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年12月31日）

１ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 47 5.0 2022年３月31日 2022年６月30日
その他資本
剰余金

(2) 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

　 該当事項はありません。

２ 株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

当社の顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下の通りであります。

期別 種類
株券

(百万円)
債券

(百万円)
受益証券
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

第62期第３四半期
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

受入手数料

委託手数料 90 1 18 0 109

引受け・売出し・特定
投資家向け売付け勧誘
等の手数料

0 ― ― ― 0

募集・売出し・特定投
資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

0 0 0 ― 0

その他の受入手数料 2 0 5 0 8

計 93 1 24 0 119

その他の営業収益 ― ― ― 67 67

合計 93 1 24 67 187

第63期第３四半期
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

受入手数料

委託手数料 67 10 12 0 90

引受け・売出し・特定
投資家向け売付け勧誘
等の手数料

― ― ― ― ―

募集・売出し・特定投
資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

― 0 1 ― 2

その他の受入手数料 1 0 5 0 7

計 69 11 18 0 99

その他の営業収益 ― ― ― 65 65

合計 69 11 18 66 165

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

当社の事業である金融商品取引業ならびにこれらの付属業務は「投資・金融サービス業」という単一セグメント

であるため、記載を省略しております。

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

当社の事業である金融商品取引業ならびにこれらの付属業務は「投資・金融サービス業」という単一セグメント

であるため、記載を省略しております。

(金融商品関係)

　四半期財務諸表等規則第８条の２の規定にもとづき、注記を省略しております。
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(有価証券関係およびデリバティブ関係)

１ トレーディングに係るもの

(1) トレーディングの状況に関する事項

① 当社におけるトレーディングの概要

当社は、有価証券市場における公正な価格形成および円滑な流通を目的として、トレーディング業務を行っ

ております。当社のトレーディングポジションは、顧客のさまざまなニーズに対応するために行っている取引

から発生するものおよび裁定取引やポジションのヘッジ取引等のディーリング業務から発生しております。

取扱商品は、①株式・債券等の商品有価証券、②株価指数先物・債券先物・金利先物およびこれらのオプシ

ョン取引に代表される取引所取引の金融派生商品、③先物外国為替取引・選択権付債券売買・通貨オプション

等の取引所取引以外の金融派生商品(店頭デリバティブ)の３種類であります。

② トレーディングにおけるリスクの概要

トレーディングにおけるリスクのうち、主要なものはマーケットリスクと取引先リスクがあげられます。

マーケットリスクは、株式・金利・為替等の市場価格が変動することによって発生するリスクであり、取引

先リスクは、取引相手先が契約を履行できなくなる場合に発生するリスクであります。

③ 当社のリスク管理体制

証券業務は、市況の変化に影響を受けやすく、加えて取扱商品の多様化、とりわけデリバティブの取扱によ

り直面するリスクも複雑化しております。従いまして、トレーディングにおけるリスク管理は極めて重要であ

ると認識しております。

マーケットリスク管理方法では、各商品毎のポジション限度額およびロスカットルールを設定し、その遵守

状況を監視しております。これらの市場リスクに係るリスク量はトレーディンググループから独立した管理グ

ループにおいて日々、ポジションの評価・損益・リスク額を管理し、経営者が把握できるようにしておりま

す。一方、取引先リスクにつきましても、取引先の信用状況の評価をもとに取引限度額を設定し、日々の管理

体制として担保評価および各取引の評価損益の把握等、適切な管理を行っております。また、その遵守状況に

ついては適宜、経営者に報告しております。デリバティブの場合の取引限度額は当該取引を再構築するための

コスト(再構築コスト)に加え将来の当該コストの予想上昇分を加えた与信相当額をベースに設定しておりま

す。また、与信リスクを軽減するためにネッティング契約の締結、担保の徴求を必要に応じ行っております。

(2) 商品有価証券等(売買目的有価証券)

　 前事業年度の損益に含まれた評価差額

株式 △91 百万円

債券 △2 百万円

　 当第３四半期累計期間の損益に含まれた評価差額

株式 △74百万円

債券 △0百万円
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(3) デリバティブ取引の契約額および時価

　 前事業年度末(2022年３月31日)

　 ①ヘッジ会計が適用されないもの

種類
契約額等
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）うち１年超

オプション取引

　（売建） 2 ― 0 0

　（買建） 5 ― △2 △2

先物・先渡取引

　（売建） 547 24 △13 △13

　（買建） 758 47 64 64

　 (注) １ 先物取引についてはみなし決済損益を時価欄に記載しております。

　 ２ 時価の算定方法は、以下のとおりであります。

　 株券オプション取引…………金融商品取引所が定める証拠金算定基準値段

　 株価指数オプション取引……金融商品取引所が定める証拠金算定基準値段

　 債券先物取引…………………金融商品取引所が定める清算指数

　 株価指数先物取引……………金融商品取引所が定める清算指数

　 ②ヘッジ会計が適用されるもの

　該当事項はありません。

当第３四半期会計期間末（2022年12月31日）

　 ①ヘッジ会計が適用されないもの

種類
契約額等
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）うち１年超

オプション取引

　（売建） 4 ― △1 △1

　（買建） 11 ― 2 2

先物・先渡取引

　（売建） 1,670 51 14 14

　（買建） 2,985 47 △18 △18

　 (注) １ 先物取引についてはみなし決済損益を時価欄に記載しております。

　 ２ 時価の算定方法は、以下のとおりであります。

　 株券オプション取引…………金融商品取引所が定める証拠金算定基準値段

　 株価指数オプション取引……金融商品取引所が定める証拠金算定基準値段

　 債券先物取引…………………金融商品取引所が定める清算指数

　 株価指数先物取引……………金融商品取引所が定める清算指数

　 ②ヘッジ会計が適用されるもの

　該当事項はありません。
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２ トレーディングに係るもの以外

(1) 満期保有目的の債券

　 前事業年度末(2022年３月31日)

該当事項はありません。

　 当第３四半期会計期間末（2022年12月31日）

該当事項はありません。

(2) 子会社株式および関連会社株式

　 前事業年度末(2022年３月31日)

子会社株式（貸借対照表計上額７百万円）は、市場価格のない株式等のため時価を記載しておりません。

　 当第３四半期会計期間末（2022年12月31日）

子会社株式（四半期貸借対照表計上額７百万円）は、市場価格のない株式等のため時価を記載しておりませ

ん。

(3) その他有価証券

　 前事業年度末(2022年３月31日)

区分 種類
取得原価
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

貸借対照表価額が取得価格を
超えるもの

株 式 1,697 2,005 308

その他 300 325 25

小 計 1,997 2,330 333

貸借対照表価額が取得価格を
超えないもの

株 式 ― ― ―

その他 300 237 △63

小 計 300 237 △63

合 計 2,297 2,567 270

　 （注）非上場株式及び投資事業有限責任組合等への出資（貸借対照表計上額448百万円）については、市場価格の

ない株式等のため、上表のその他有価証券には含めておりません。
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　 当第３四半期会計期間末（2022年12月31日）

区分 種類
取得原価
(百万円)

四半期貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

四半期貸借対照表価額が
取得価格を超えるもの

株 式 50 170 119

その他 100 107 7

小 計 150 277 126

四半期貸借対照表価額が
取得価格を超えないもの

株 式 1,646 1,529 △117

その他 500 422 △77

小 計 2,146 1,951 △195

合 計 2,297 2,229 △68

　 （注）非上場株式及び投資事業有限責任組合等への出資（四半期貸借対照表計上額535百万円）については、市場

価格のない株式等のため、上表のその他有価証券には含めておりません。

　

(4) デリバティブ取引の契約額および時価

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△）（円） △8.07 △33.52

（算定上の基礎）

四半期純損失金額（△）(百万円) △76 △316

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（△）(百万円） △76 △316

普通株式の期中平均株式数(千株) 9,451 9,451

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年２月10日

光世証券株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

　大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 池 田 剛 士

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三 井 孝 晃

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている光世証券株式会

社の2022年４月１日から2023年３月31日までの第63期事業年度の第３四半期会計期間（2022年10月１日から2022年12月

31日まで）及び第３四半期累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、光世証券株式会社の2022年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなか

った。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないか

どうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項

が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査

人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の

表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

（注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年２月10日

【会社名】 光世証券株式会社

【英訳名】 The Kosei Securities Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役社長 巽 大 介

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役 管理部門管掌 石川 卓也

【本店の所在の場所】 大阪市中央区北浜二丁目１番10号

【縦覧に供する場所】 当社東京店

（東京都中央区日本橋兜町９番９号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社取締役社長巽大介及び当社最高財務責任者石川卓也は、当社の第63期第３四半期（自2022年10月１日 至2022

年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　


